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国民投票は２０１９（平成３１）年実施！ 

 

 

 自民党の憲法改正推進本部は、２０２０年の改

正憲法施行を目指して今後の日程を決めまし

た。年内に改憲案を取りまとめ、来年（２０１８年）

の１月召集される通常国会で、衆参両院の憲法

審査会に提示。衆参両院とも３分の２の議席の

あるうちに国会通過を目指すことにしました。 

 国民投票は、国会の発議がされてから６０日

～１８０日以内に実施されることになりますから、

２０１９（平成３１）年に実施される可能性が高くな

りました。 

 ７月２日行われる都議選で自民党が大敗しな

い限り、この日程は動かないでしょう。 

「戦争できる国をめざす」大改悪案が浮上 

 これまで、この秋にも衆議院選挙が行われる

のではないかと予測されていましたが、改憲勢

力が３分の２の勢力を温存するため、その時期

が遅れるのではないかとの予測が出ています。 

 改憲項目は、①９条の１項、２項はそのまま残し、

３項を新設し、「前項の規定にかかわらず自衛の

ための自衛隊を置くことができる」とする案が

浮上しています。 

 ②憲法２６条の２項に「高等教育を無償とする」

を書き加える。③緊急事態条項を付け加える。

武力攻撃や大災害時などに、首相が緊急事態

を宣言し、内閣が法律と同じ効力を持つ政令を

制定できる。 

９条２項（戦力はこれを持たない）の死文化と無制限の武力行使 

 朝鮮戦争、ベトナム戦争、アフガン戦争…。大

きな戦争があるたびに、アメリカから参戦を求

められてきました。日本政府は、憲法９条がある

から「それはできない」と断ることができました。

しかし、９条３項を付け加えたら、それはできなく

なります。 

 自民党改憲案は、日本国憲法の平和主義の

原則（戦争放棄、戦力の不保持、交戦権の否認）

の根本原則を否定するものです。絶対に許すわ

けにはいきません。 
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